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灘区災害時要援護者支援団体活動助成金交付要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、灘区内において、災害時に要援護者が安全を確保するとともに、迅速かつ安全

に避難をし、安心して地域でくらし続けることができるよう、地域における要援護者支援活動の

促進を図ることを目的として、当該支援活動に取り組む団体に対し灘区が交付する灘区要援護

者支援団体活動助成金（以下「本助成金」という。）に関して必要な事項を定める。 

２ 本助成金の交付については、神戸市補助金等の交付に関する規則（平成 27 年３月２日 神戸

市規則第 38 号）以下「補助金規則」という。）の定めによるほか、この要綱に定めるところによ

る。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 要援護者 神戸市における災害時の要援護者への支援に関する条例（平成 25 年３月条例第 63 

号。以下「条例」という。）第２条第１号に規定するものをいう。 

(2) 要援護者支援団体 条例第２条第２号に規定するものをいう。 

(3) 要援護者支援活動 条例第４条に規定する要援護者支援団体の役割に直接資する活動をいう。 

 

（助成金交付の対象団体） 

第３条 本助成金の交付は、次の各号のいずれにも該当すると認められる要援護者支援団体に対し

て行う。 

(1) 条例第２条第２号に規定する要援護者支援団体であること。 

(2) 灘区内において要援護者支援活動を行うこと。（要援護者支援活動を行うことを目的として準

備を行う場合を含む。） 

(3) 団体規約又は区長がこれに準ずると認める書類において、代表者、会計等を明確にしている

こと。 

 

（交付対象及び助成金の額） 

第４条 区長は、前条に規定する団体に対して、要援護者支援活動に要する経費の一部を予算の範

囲内で、災害時要援護者台帳対象者数に応じて、別表１のとおり助成することができる。ただし、

本助成金の交付を受けようとする同一の対象経費につき、国、県、市、地方自治法（昭和 22 年

法律第 67 号）第 221 条第３項に定める法人その他公的な団体に対して、補助金又は助成金の

交付の申請を行うものを除く。 
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２ 前項の助成の対象とする要援護者支援活動は、灘区内における次の各号に掲げる活動とする。 

(1) 要援護者支援のための会議 

(2) 要援護者支援のための訓練 

(3) 要援護者支援に係る啓発活動 

(4) 要援護者の避難のために用いる車いす、リヤカーその他の資機材の整備 

３ 第１項に規定する助成金の額は、前項に規定する活動に要する経費のうち別表２の各号に掲げ

るものの合計額に２分の１を乗じて得た額（ただし第１号から第５号に該当するものについて

は当該経費の合計額）とする。 

４ 第１項但し書きの規定は、当該対象経費の総額を超えない範囲で本助成金と神戸市防災福祉コ

ミュニティ育成事業実施要綱（平成９年６月 20 日市長決定）第 11 条に規定する運営活動助成

を併用することを妨げない。 

 

（交付の申請） 

第５条 前条に規定する助成金の交付を受けようとする要援護者支援団体は、次の各号に定める書

類を区長に提出しなければならない。 

(1) 活動助成金交付申請書（様式第１号） 

(2) 支援活動計画書（様式第２号） 

(3) 支援活動予算書（様式第３号） 

(4) 団体規約又はこれに準ずると区長が認める書類 

(5) 前各号に掲げるもののほか、区長が必要と認める書類 

 

（交付の決定及び通知） 

第６条 区長は、前条の規定による申請書の提出があったときは、当該申請書の内容を別表３に定

める基準により審査し、本助成金を交付すべきものと認めたときは、予算の範囲内において交付

決定を行い、活動助成金交付決定通知書（様式第４号）により助成金の交付を申請した要援護者

支援団体に通知するものとする。 

２ 区長は、前項の場合において、必要があるときは、本助成金の交付の申請に係る事項につき、修

正を加えて助成金の交付を決定することができる。 

３ 区長は、第１項の通知に際して、必要な条件を付すことができる。 

４ 区長は、審査の結果、本助成金の交付を不適当と認めるときは、助成金を交付しない旨の決定を

活動助成金不交付決定通知書（様式第５号）により当該助成金の交付を申請した要援護者支援団

体に通知するものとする。 
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（申請の取下げ） 

第７条 前条第１項の通知を受けた要援護者支援団体（以下「助成対象者」という。）は、当該通知

に係る交付決定の内容又はこれに付された条件に不服があり、本助成金の交付の申請を取下げ

ようとするときは、当該通知を受けた日の翌日から 14 日以内に活動助成金交付申請取下書（様

式第６号）を区長に提出しなければならない。 

 

（計画変更の承認等） 

第８条 助成対象者は、次の各号の一に該当するときは、あらかじめ交付決定内容変更等承認申請

書（様式第７号）を区長に提出し、その承認を受けなれければならない。 

(1) 助成対象者が、助成金の交付の決定を受けた要援護者支援活動計画（以下「交付決定済み活動

計画」という。）の内容を変更しようとするとき。ただし、助成目的に関係がない活動計画の細

部の変更等軽微な変更はこの限りではない。 

(2) 助成対象者が、交付決定済み活動計画の内容の全部を中止し、又は廃止しようとするとき。 

２ 区長は、前項の承認をする場合において、必要に応じて交付の決定の内容を変更し、又は条件を

付した上で、その旨を助成金交付決定内容変更承認通知書（様式第８号）又は活動中止（廃止）

承認通知書（様式第９号）により、当該助成対象者に通知するものとする。 

 

（実績報告） 

第９条 助成対象者は、助成対象活動が完了したときは、活動実績報告書（様式第 10号）に、支援

活動実績書（様式第 11号）、支援活動決算書（様式第 12号）その他区長が必要と認める書類を

添えて、活動完了の日の翌日から起算して 15 日以内に区長に提出しなければならない。 

 

（助成金の額の確定） 

第 10 条 区長は、前条の報告を受けたときは、報告書及び収支決算書その他書類の審査及び必要に

応じて現地調査等を行い、その報告に係る助成対象活動の実施結果が助成金の交付の決定の内

容（第８条の規定による承認をした場合は、その承認された内容）及びこれに付した条件に適合

すると認めたときは、交付すべき助成金の額を確定し、活動助成金額確定通知書（様式第 13 号）

により助成対象者に通知する。ただし、確定する助成金の額は、交付決定額（第８条第２項の規

定により変更された場合にあっては、同項の規定により通知された金額をいう。以下、同じ。）

を超えないものとする。 

２ 区長は、確定した助成金の額が、交付決定額と同額であるときは、前項の規定による通知を省略

することができる。 

 

（助成金の支払） 

第 11 条 区長は、前条の規定により交付すべき助成金の額を確定した後、本助成金を交付する。 

２ 助成対象者は、前項の規定により本助成金の支払を受けようとするときは、活動助成金請求書
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（様式第 14 号）を区長が指定する日までに区長に提出しなければならない。 

 

（助成金の交付決定の取消し等） 

第 12 条 区長は、第８条第１項第２号に規定する助成対象活動の中止又は廃止の申請があったとき

及び次の各号の一に該当するときは、第６条に規定する交付決定の全部若しくは一部を取消し

又は変更することができる。 

(1) 助成対象者が、虚偽又は不正の手段により、本助成金の交付を受けようとし、又は受けたとき。 

(2) 助成対象者が、本助成金を助成対象活動以外の用途に使用したとき。 

(3) 助成対象者が、本要綱による要援護者支援活動に係る調査及び監査について、正当な理由なく

拒否、妨害、又は忌避したとき。 

(4) その他本要綱又はこれに基づく指示に違反したとき。 

２ 区長は、前項の規定による取消しをしたときは、既に当該取消しに係る部分に対する助成金が

交付されているときは、補助金規則の規定に従い、当該助成金の全部又は一部の返還を命ずる。 

 

（助成金の経理） 

第 13 条 助成対象者は、本助成金に係る会計について必要な帳簿及び証拠書類等を整備し、本助成

金の交付の決定を受けた要援護者支援活動に係る経理を明確にしなければならない。 

２ 助成対象者は、前項の帳簿及び証拠書類等を本助成金の交付決定の日の属する会計年度の終了

後５年間保存しなければならない。 

３ 区長は、必要があると認めるときは、助成対象者に対して必要な書類の提出を求めるほか、監査

を行うことができる。 

 

（財産の管理等） 

第 14 条 助成対象者は、本助成金により取得した財産については、物品管理簿を整備し、善良な管

理者の注意をもって管理し、本助成金の交付の目的に従って、その効率的運用を図らなければな

らない。 

 

（施行細目の委任） 

第15条 この要綱に定めるもののほか、本助成金の交付について必要な事項は、区長が別に定める。 

 

（附 則） 

この要綱は、平成 29年 10 月１日から施行する。 

（附 則） 

この要綱は、平成 31 年４月１日から施行する。 

（附 則） 
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この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

（附 則） 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

 

 

別表１（第４条第１項関係） 

 

災害時要援護者台帳対象者 助成金上限額 

100 人未満 10 万円 

100 人以上 20 万円 

 

 

別表２（第４条第３項関係） 

 

類 型 内 容 

一 印刷製本費 ・会議資料、チラシ、ポスター等の印刷・コピー費用 

・写真の現像代 

二 通信運搬費 ・郵送費、資材の運搬費 

三 消耗品費 ・用紙類 

・炊き出し訓練の食材、使い捨ての食器等 

・周囲に自らの安否を表示するために使用する用具類（タオル、

マグネット等） 

・戸別訪問等に必要な備品（腕章、帽子、ウインドブレーカー、

名札等） 

・図書、地図 

四 使用料 ・会場使用料 

・機器レンタル料 

五 保険料 ・イベント保険料 

 

六 備品費 

用途 品  名 助成対象となる規格の目安 

消 

火 

用 

小型動力消防ポンプ Ｄ１級またはＣ１級検定品 

付属品：吸管１本、ストレーナー１個、籐籠１個、 

媒介金具１個 町野式 65♀×50♂又は 40♂ＡＣ 

スタンドパイプ １セット内訳 

スタンドパイプ１本 単口引上式（Ｌ715）ＡＣ 

媒介金具 １個 町野式 65♀×50♂又は 40♂ＡＣ 

消火栓キー１本 マンホールキーハンドル型 

JIS 規格品（上部 32 ㎜角） 

管鎗・ノズルセット 管鎗 ＡＣ 

ノズル 切り替え式（直状放水・噴霧・停止） 

ホース 呼称 50 ㎜ 又は 40 ㎜×20ｍ 使用圧 0.7 検定品 

結合金具 町野式ＡＣグリップリング 



 6 
 

水消火器・ 

コンプレッサー 
防災訓練用 

消火器（粉末） 国家検定合格品 

消火器（強化液） 国家検定合格品 

消火用バケツ  

自立式簡易水槽  

救 

助 

用 

スコップ  

バール  

おりたたみ鋸  

鋸  

おの  

ハンマー  

とび口  

救助用ロープ 三つ打ち ナイロンレンジャーロープ 

墜落抑止用器具 胴ベルト型安全帯 

簡易ジャッキ ２ｔ用ダルマジャッキ 

チェーンソー 

（エンジン・電動） 
付属品：切創防止用保護衣 

災害用救助工具セット 救助資機材がセットになっており、持ち運び可能なもの 
※セットの救助資機材は、原則、防災活動の用に供するものに限る。 

本 

部 

用 

本部用テント 本部用 ※団体名を名入れすること 

本部用指揮テーブル 折り畳み式で持ち運び可能なもの 

冷風機 夏季 安全管理用 

ストーブ・ヒーター 冬季 安全管理用 

投光機  

発電機 持ち運び可能なもの 

コードリール  

上
記
に
掲
げ
る
以
外
の
資
機
材 

かまど・かまどセット  

コンロ 大型（団体使用サイズ）とする 

ヘルメット 国家検定合格品 

特殊手袋 ケブラー素材等の丈夫なもの 

ジャンパー 団体名を名入れすること 

携帯用電灯  

拡声器  

車いす JIS マーク表示製品 

けん引式車いす補助器具  

担架  

おりたたみリアカー  

台車  
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収納庫 設置に係る費用を含む 

はしご兼用脚立  

災害多人数用救急箱 薬品単品は対象外とする 

トランシーバー 特定小電力トランシーバー 

その他 灘区長が特に必要と認める資機材 

 

 

別表３（第６条関係） 

 

 

 
助成金交付基準 

 
１ 本助成金は、本要綱の目的に照らして適合的であると認められるものに限り交付するものと

する。 
 
２ 備品費については、その備品の有効性及び必要性並びに使用計画の具体性を勘案して助成の

可否を判断する。また、老朽化に伴う更新については、破損・腐食等の状況により助成の可否

を判断する。 
 
３ 補助申請額の合計額が予算の総額を超える場合は、活動計画の具体性が高い団体の助成申請

を優先する。活動計画の具体性等が同等の場合は、過去の助成実績に照らして、助成額に団体

間の偏重がないよう配慮する。 
 


